
（出典）厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課調べ 

都道府県名 ①二次医療
圏

②精神医療
圏

③精神科救
急医療圏

④障害保健
福祉圏域

⑤老人福祉
圏域

⑥市町村数 都道府県名 ①二次医療
圏

②精神医療
圏

③精神科救
急医療圏

④障害保健
福祉圏域

⑤老人福祉
圏域

⑥市町村数

北海道 21 21 9 21 21 179 滋賀県 7 7 3 7 7 19
青森県 6 6 6 6 6 40 京都府 6 1 3 6 6 26
岩手県 9 9 4 9 9 33 大阪府 8 1 12 18 8 43
宮城県 4 1 1 7 7 35 兵庫県 10 - 5 10 10 41
秋田県 8 5 5 8 8 25 奈良県 5 - 1 5 1 39
山形県 4 4 3 4 4 35 和歌山県 7 - 1 8 7 30
福島県 7 - 4 7 7 59 鳥取県 3 3 3 3 3 19
茨城県 9 9 2 9 9 44 島根県 7 7 7 7 7 19
栃木県 6 1 3 6 5 25 岡山県 5 - 2 5 5 27
群馬県 10 - 1 10 10 35 広島県 7 1 2 7 7 23
埼玉県 10 1 2 10 10 63 山口県 8 1 3 8 8 19
千葉県 9 - 4 16 9 54 徳島県 3 1 3 3 6 24
東京都 13 - 4 1 13 62 香川県 5 1 2 5 5 17
神奈川県 11 1 1 8 8 33 愛媛県 6 6 1 6 6 20
新潟県 7 - 5 7 7 30 高知県 4 4 1 5 4 34
富山県 4 2 1 4 4 15 福岡県 13 - 4 13 13 60
石川県 4 1 3 4 4 19 佐賀県 5 1 1 5 5 20
福井県 4 - 2 4 4 17 長崎県 8 8 8 8 8 21
山梨県 4 1 1 4 4 27 熊本県 11 11 2 11 11 45
長野県 10 4 4 10 10 77 大分県 6 6 1 6 6 18
岐阜県 5 - 2 5 5 42 宮崎県 7 1 3 7 8 26
静岡県 8 8 4 8 8 35 鹿児島県 9 9 4 7 9 43
愛知県 12 - 3 12 12 54 沖縄県 5 - 4 5 5 41
三重県 4 4 2 9 4 29 全国 344 147 152 354 343 1,741

（平成28年10月31日現在）

精神疾患に関連する各都道府県の圏域設定の状況について 
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・  地域の精神保健医療福祉体制の基盤を整備することによって、１年以上長期入院患者のうち一定数は地域生活への移行が可
能になることから、国が提示する推計式を用いて、平成32年度末の精神病床における１年以上長期入院患者数（65歳以上、65歳
未満）を設定する。なお、平成32年度末の精神病床における１年以上長期入院患者数の全国の目標値は、平成26年と比べて3.9
万人から2.8万人減少になる見込みである。 

 ※計画の実行管理にあたっては、より速やかに地域の実態を把握できるように、630調査の改善を図るとともに、レセプト情報等データベースを活用する。 

成果目標（案） 

・ 精神科医療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村等の関係者が情報共有や連携を行う体制を構築できるように、
平成32年度末までに全ての障害保健福祉圏域ごとに保健・医療・福祉関係者による協議の場（例：精神障害者地域移行・地域定
着推進協議会など）を設置することを原則として設定する。 

 ※この際、都道府県単位で解決すべき課題にも対応できるように、都道府県ごとに保健・医療・福祉関係者による協議の場（例：都道府県（自立支援）協
議会専門部会など）を設置することが望ましい。 

①障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置状況 

・  住民に最も身近な基礎的自治体である市町村が中心となり、当事者及び保健・医療・福祉に携わる者を含む様々な関係者が情
報共有や連携を行う体制を構築できるように、平成32年度末までに全ての市町村ごとに保健・医療・福祉関係者による協議の場
（例：市町村（自立支援）協議会、専門部会など）を設置することを原則として設定する。 

②市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置状況 

③精神病床における１年以上長期入院患者数（65歳以上、65歳未満） 

・  それぞれの地域における保健・医療・福祉の連携支援体制が強化されることによって、早期退院が可能になることを踏まえて、平
成32年度末までに、入院後３か月時点の退院率は69％以上、入院後６か月時点の退院率は84％以上、入院後１年時点の退院率
は90％以上とすることを成果目標（※）として設定する。 

  ※レセプト情報等データベースより算出した平成27年度の推計値に基づき、上位10％の都道府県が達成している早期退院率以上を成果目標とする。 
    計画の実行管理にあたっては、レセプト情報等データベースを活用する。 

④精神病床における早期退院率（入院後３か月時点の退院率、入院後６か月時点の退院率、入院後１年時点の退院率） 

〇 「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」の議論を踏まえて、精神障害にも対応した地域包括 
 ケアシステムの構築を目指して、成果目標の設定を次のとおり行うこととしてはどうか。 

成果目標について 
社 会 保 障 審 議 会 
障 害 者 部 会 （ 第 ８ ３ 回 ） 
Ｈ ２ ９ ． １ ． ６ 
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けての入院需要及び基盤整備量の目標値 

○精神病床における入院需要（患者数）及び、地域移行に伴う基盤整備量（利用者数）の目標 
  
 

  
 
 
 

  

急性期入院需要 

急性期入院需要 

急性期入院需要 

回復期入院需要 慢性期入院（長期入院）需要 

回復期入院需要 慢性期入院（長期入院）需要 

回復期入院需要 慢性期入院（長期入院）需要 

地域移行に伴
う基盤整備量 

地域移行に伴う基盤整備量 

平成26年 

平成32年度末 

平成37年 
（2025年） 

急性期:3ヶ月未満の入院、回復期:3～12ヶ月未満の入院、慢性期:12ヶ月以上の入院 

  

急性期 
入院需要 

回復期 
入院需要 

慢性期 
入院需要 

うち 
65歳以上 

うち 
65歳未満 

合計 
入院需要 

5.8万人 4.9万人 14.6万人 9.2万人 5.4万人 25.3万人 

            

5.8万人 4.9万人 15.7万人 9.8万人 5.8万人 26.3万人 

地域移行に伴う 
基盤整備量 

うち 
65歳以上 

うち 
65歳未満 

4.6万人 2.5万人 2.0万人 

      

3.5万人 1.9万人 1.6万人 

平成32
年度末 

最大 

  

最小 

急性期 
入院需要 

回復期 
入院需要 

慢性期 
入院需要 

うち 
65歳以上 

うち 
65歳未満 

合計 
入院需要 

5.8万人 5.0万人 9.7万人 6.5万人 3.2万人 20.6万人 

            

5.8万人 5.0万人 11.6万人 7.6万人 4.0万人 22.5万人 

地域移行に伴う 
基盤整備量 

うち 
65歳以上 

うち 
65歳未満 

9.8万人 5.5万人 4.3万人 

      

7.9万人 4.4万人 3.5万人 

平成37

年(2025年) 

最大 

  

最小 

 平成32年度末（第5期障害福祉計画の最終年度）における全国の目標値 

 

 平成37年（2025年）における全国の目標値 

※四捨五入で端数処理しているため、合計値は一致しない場合がある。 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
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バックアップ 

国（アドバイザー組織） 
広域アドバイザー 
都道府県等密着アドバイザー（モデル都道府県等） 

バックアップ 

モデル都道府県・政令指定都市 

地域移行に関わる 
保健・医療・福祉の 

一体的取組 

都道府県等研修の企画、実施 
相談・支援（課題の明確化、戦略策定） 
地域マネジメント 等 

全国会議の企画、実施 
個別相談・支援（電話、メール） 
現地での技術的助言 ◆都道府県等研修への協力 
地域包括ケアシステム構築に係る手引の作成 
地域包括ケアシステム構築状況の評価 等 

精神科医療機関 

地域援助事業者 
（指定一般・特定 
相談支援事業者） 

市町村 

保健所 

精神障害者地域移行・地域定着支援事業費      
平成29年度予算案：230,393千円（精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業費37,500千円を含む） 
  （28年度予算案：43,741千円）                    ※地域生活支援事業、社会福祉施設等施設整備費計上分除く 

○国は、都道府県・政令指定都市（以下、都道府県等）と連携しながらモデル障害保健福祉圏域（以下、モデル圏域）を支 
援する取組を段階的に拡大し、好事例のノウハウの蓄積と横展開により精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
の構築を支援する。 

○都道府県等は計画的に地域の基盤を整備するとともに、都道府県等密着アドバイザーと連携しながらモデル圏域にお
ける保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、地域移行の推進の仕組みづくりに携わる精神科医療機関、地域
援助事業者、市町村等との重層的な連携による支援体制の構築を支援する。また、都道府県等全域への普及を図る。 

モデル障害保健福祉圏域 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 
に係る事業の実施 

現地支援・電話・メール相談 

事業内容（1の実施は必須） 
1. 保健・医療・福祉による協議の場 
2. 住まいの確保支援 
3. グループホームの整備 
4. ピアサポーターの養成 
5. 退院支援プログラム 
6. 地域包括ケアシステムの実態把握 

7. 精神障害者の地域移行関係職員に
対する研修の実施 等  
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難治性精神疾患地域連携体制整備事業（モデル事業） 
 

 

精神病床に入院している難治性の精神疾患を有する患者は、退院が困難となり、入院が長期化しやすいが、クロザピンや
mECT等の専門的治療により地域生活へ移行する例も少なくないとされている。これらの治療を実施するためには、精神科病院
と血液内科・麻酔科等を有する医療機関とのネットワークの構築等により、地域連携体制を構築する必要がある。 

現状と課題 

 
①難治性精神疾患地域連携体制の「見える化」とその横展開、②専門的治療を提供できる医療機関の充実 
③長期入院精神障害者の地域移行の進展、④精神病床における平均在院日数の短縮化 

期待される成果 

コア医療機関 
難治性の精神疾患 
を有する患者 

円滑な専門的治療導入 
◆クロザピン 
◆ｍECT    等  

血液内科 
麻酔科 

改善 

連携会議 
事例研修 

連携ネットワーク 

難治性の精神疾患を有する患者が、どこに入院していても、クロザピンやmECT等の専門的治療を受けることので
きる地域連携体制を構築するために、地域の実情に応じた複数の地域連携モデルを明らかにする。 

都道府県とコア医療機関は、協働して、 
 
①精神科病院と血液内科、麻酔科等を有する医療 
 機関との地域の実情に応じたネットワークを構築 
 
②既に地域連携体制を構築している医療機関より 
 アドバイザーを招聘し、地域連携体制の整備に 
 関する研修を行う 
 
③ネットワークに所属する医療機関による連携会議 
 を開催し、活動状況のモニタリング、連携調整、連携   
 維持を行い、専門的治療を入院、外来で円滑に実施 

専門治療提供の維持 

28年度予算 4.800千円 →  29年度予算案 4,136千円  

事業概要 
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クロザピン（CLZ）について（参考） 

１．クロザピンの効果 
 治療抵抗性統合失調症(※)の治療薬として世界各国で販売されている内服薬である。 
 治療抵抗性合失調症であっても、その30-70％に症状の大幅な改善または一部改善が見られる。 
 (※) 治療抵抗性統合失調症とは、他の薬剤を十分量、十分期間使用しても全く症状改善が見られない患者をいう。 
 

３．CPMS（クロザピン患者モニタリングサービス）について 
 

  
 
 
 
 
 
 
 

２．クロザピンの副作用 
重大な副作用は、無顆粒球症(※)で、本邦での頻度は約1％。 

  
 
 
 
 
 
 

(※) 無顆粒球症とは、薬剤の影響で白血球の数が減り、その中でも細菌 
     感染防御をおこなう好中球（顆粒球）が著明に減少し、感染しやすく、 
     また感染症の重症化を引き起こし、時に死に至るもの。 

他のまれで、重大な副作用 
 

1．心筋炎、心筋症 
2．糖尿病性ケトアシドーシス 
3．肺血栓塞栓症、深部静脈血栓症 
4．てんかん発作 
5．悪性症候群 
6．肝機能障害 
7．腸閉塞・麻痺性イレウス 

→緊急入院治療を血液内科で行う必要がある 

○CPMSは、米国を始め世界数ヶ国で導入されており、無顆粒球症等の重大な副 
   作用の早期発見及び早期治療を目的とする。 
 

○クロザピンを使用する医師、医療機関、薬局及び患者の登録を行った上で、血 
     液検査結果に関する医師の確実な評価を支援する。 
 

○日本では薬事承認上、CPMS体制整備を条件とした上で、クロザピンの製造販 
     売承認を行っている。 
 

○医療機関登録時には、精神科医の講習修了等のみならず、無顆粒球症の早 
     期治療を行うために血液内科医と連携することが求められている。 

（参考：クロザピン処方率） 

ドイツ 14％ 

中国 24.6％ 

オーストラリア 26％ 

ニュージーランド 32.8％ 

日本 0.6％ 

出典：厚生労働省平成25年度障害者総合福祉推進事業
「精神病床に入院している難治性患者の地域移行の推進
に向けた支援の在り方に関する実態調査について」 
平成26年３月公益社団法人全国自治体病院協議会 
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